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―　行革国民会議ニュース　―

規制改革委員会の最近の活動について

　ここにご紹介するのは、さる８月６日の総会における規制改革委員会宮内義彦委員長と田中一昭委員の報告要旨である。

１　田中一昭　拓殖大学教授説明要旨

　宮内委員長が来られるまで、代役として簡単に概

要を説明いたします。

今回の論点公開

　７月３０日に、規制改革委員会は「規制改革に関

する論点公開」を発表しました。これは２４９ペー

ジという分厚いものですが、総務庁の規制改革委員

会事務室に行きますと無料で配布しております。

　これは非常に面白い資料です。面白いといいます

のは、それを見ますと、取り上げている事項につい

て、制度の仕組み、それから政府はその仕組みをど

うしようとしているのか、今まで何をやってきたの

かということがまず書いてあって、そのあとに論点

が整理してあります。つまり、委員会が今度改革し

ようとする改革案とそれに対する各省の反対理由や

若干のコメント、言い訳が書いてあります。さらに

参考資料として、当該制度の沿革や各国（主に先進

国ですが）の状況、その他参考資料となるデータが

載っております。

　例えば、薬は薬局で売っているわけですが、私た

ちはコンビニでも売れるようにしたらどうかと長年

言い続けてきている。これに対して厚生省は頑強に

反対していて、ただドリンク剤みたいなものは医薬

部外品として医薬品から離して売らせるという方法

を採ってきて、言ってみれば委員会の方は騙されて

いるわけです。ところが諸外国、特にイギリスなん

かでは一般大衆薬というのは薬局でないところで売

れるようになっているのです。日本の薬ではどうい

うものがそれに当たるのかということを検討して、

日本ではそれが何故できないのかというのをアプロ

ーチしていけば、出来ない話ではない。富山の薬売

りの薬も、考えてみればなにも薬剤師がいるわけで

なくて各家庭においてあるわけですから、その発想

でいけば出来ないことではない。そうしたことを考

えるときに、諸外国との比較が表になって載ってお

り、規制緩和に関心のある人には面白いペーパーだ

と思います。

　そこで、若干、その内容について説明をしたいと

思います。ただ、私は今はもう委員会の事務局長で

はありませんので、一委員として見ている話を申し

上げます。

委員会の名称変更

　まず、規制改革委員会というのはもともと規制緩

和委員会という名称であったのですが、これが今年

の４月６日に規制改革委員会に名称変更になった。

なぜこのように名前が変わったかといいますと、ひ

とつには私たちも従来からただ規制をやめればいい

といっているわけではなくて、やめるにあたってセ

フティネットなどの条件整備というのを当然考えて

いるわけです。今後の規制改革というのは撤廃・緩

和一本槍ではなくて、周辺の条件整備をする必要が

ある。もう一つは、規制といわれるものを撤廃・緩

和していくにあたって、税制とか補助金制度が関係

するときがある。こうした制度が規制をより促進し

ている場合がある。そこで、規制に関係する場合に

は、税制も補助金制度も取り扱うことにしたいとい

うこともあって、規制緩和委員会から規制改革委員

会に変えたわけです。

　以前からそういう考え方はあったのですが、経済

戦略会議が出した答申のなかに規制緩和委員会につ
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いて、「制度改革委員会」とするとともにもう少し

体制を強化しなければならない、扱う対象も単に規

制の問題だけではなくて範囲を広げてやる必要があ

る、事務局も独立したものをおくべきであるなどの

提言があったわけです。それに対して、いわゆる官

僚的な措置として、まず名称を変えることにしたわ

けです。戦略会議は抜本的な強化といっているので

すが、抜本的な強化になったかどうかはわかりませ

ん。確かに委員の数や参与の数が増え、事務局も体

制が強化されましたけれども、人数が増えればそれ

でいいというものではない。中身はそれでどうなっ

たということは俄にはいえないと思います。ただ、

人数が増えたおかげで、ワーキンググループを作っ

たりすることが非常に楽になりました。かなり融通

が利くということと、自分が居眠りしているときで

もちゃんと他の人がやってくれるのでその点は非常

に楽になりました。このように、経済戦略会議の提

言がひとつの契機になったということです。

　ただ、この戦略会議の答申は閣議決定されたわけ

ではなく、ご存じのように小渕総理ご自身が出来る

ものからやってくださいと閣議でおっしゃったそう

です。それから、樋口議長自体も、新聞報道により

ますと、各省と議論するといいたいことがいえなく

なってしまう、だから提言は政府がやろうとやるま

いと構わず出すというようなことだったようです。

これに対して総理は出来るものからやれということ

で、この規制改革委員会への名称変更は、その出来

るもののひとつとして政府が対応したということに

なるのだと思います。

「答申」というもののあり方

　たしかに、審議会のような場で理想的なことを言

おうとしても、各省と議論してあるいは業界と議論

しているとなかなか纏まらない。さりとて纏まる話

だけを拾えば、どうでもいいような問題しかあがっ

てこない。だからといって理想図を描けば、各省は

どこ吹く風という顔をして、結局は棚上げされてし

まうということであります。こういう問題をどうい

うふうに考えていくかというのは、審議会一般の問

題としてもあるわけです。

　ただ、小渕流を評価される人もおられます。出来

るものからやれといわれると、いかにもいい加減な

ように思われますけれども、それを何回でもおっし

ゃるわけですから、そのうちに各省も仕方がないと

いうわけで少しずつ少しずつ、若干官僚的対応であ

っても進むと評価する人もおられます。しかし私は、

各省と議論しても、すぐ妥協して足して２で割ると

いう必要はないのであって、徹底的に議論して、こ

ちらが負けていないということになれば、堂々と言

っていけばいい。それが１回で実現できなくとも、

引き続き何回でも審議会として押していけばいいと

いうふうに思っています。

　私たちの出す報告書は「見解」と称していますが、

答申ではありません。なにもこうやって下さいと頼

まれてやっているのではなくて、当方が勝手に意見

をいうわけです。意見書ですけれども、理想的な図、

あるジャンルのことについてどういう規制緩和を基

本的には図るべきかというのは当然書き方の問題と

してあります。私たちが年末に出す報告書でも、理

想的な絵は書きながら、少なくとも当面こういうス

ケジュールでこれだけはやれという風な言い方もあ

るのではないかと、委員会でも申し上げております。

　「論点公開」というやり方についてでありますが、

これは前の行政改革委員会の規制緩和小委員会の伝

統を引き継いでいるわけです。竹中一雄先生とご相

談してやり出したことでありまして、ある課題につ

いて、わが委員会はこういう方向で緩和すべきだ、

撤廃すべきだと考えるのに対して、業界なり担当省

庁が反対するわけですから、その反対の理由を書か

せる。向こうが書けば、またこっちもそのつけ加え

られた理屈に対して反論し、これを何回も行って論

点を整理する。論点公開とは、そういう風に、緩和

案と現状維持案を対照させて書くというのが本来の

姿であったわけですが、最近は真っ向から反対とい

うのではなくて、こっちがこうやりたい、こうすべ

きだということに対して、出来ないことの言い訳と

か、もうちょっと時間をくださいとか、今調査中だ

とか、あるいは当方の審議会でも議論してもらうの

で待ってくれとか、そういうたぐいの意見が載せら

れております。本当は反対論、現状維持論をちゃん

と書いてくれればいいんですけれども、そういうふ

うには必ずしもなっていないという状況です。

論点公開「はしがき」のポイント

　「規制改革に関する論点公開」の冒頭に「はじめ

に」というはしがきがありますが、その内容をちょ

っと説明しておきたいと思います。

　論点公開の形で夏休みに入る前に示すのは、改革
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論なら改革論に対して、お前たちが示している理屈

のほかにこういう現実があるとか、こういう論理も

あるとか改革案をなお強化するような意見を言って

いただく。また、現状維持論については、そんな現

状維持論ではだめで、本当はこういう事実があるか

ら現状でなければだめなのだというような意見を言

ってもらうために、国民にオープンにするというこ

とです。こうやってオープンにしますと、ある特定

の業界から同じ文面で反対反対とくるのが大部分で

すけれども、なかには本当にこちらが期待したよう

な意見を言ってくれる人たちも随分ありました。

　こうした論点として取り上げた項目自体は、原則

として、国民の意見、要望のあったものです。そう

いうものから片づけていくというのが現実的で効率

的なので、学問的、抽象的なことで理屈をたててや

るというのは後回しにしようということです。とこ

ろが、今回のこの「はじめに」というところで書い

てあることのひとつに、行政分野を横断的に見直し

をしようというのがあります。

　それは主にふたつあります。ひとつは自主保安と

か自己確認化の推進を目指した検査検定制度の見直

しです。つまり、検査検定は中立公正でなければい

けない、だから国の機関でやらなければいけない、

あるいは国が指定した機関でやらなくてはいけない

ということになっている制度が非常にたくさん（６

６制度）あります。しかし、外国をみると第三者機

関に検査をさせる、あるいは、そもそも検査検定と

いう商品の品質のチェックはつくった業者自体が責

任をもつべきであって、本当はそのような検査検定

をしないでも、自己検査、自己認定でいいじゃない

かという議論もあるわけです。そうしたシステムを

チェックするなどいろいろな制度が外国では行われ

ている。すべて国がやらないとだめだ、指定検査機

関がやらないとだめだということを見直す。そのた

めには、制度全体を横断的にみて、今まで要望があ

ろうとあるまいと見ていくということをひとつ取り

上げております。

　もうひとつは、公的な業務の独占資格の問題です。

これは弁護士から始まって行政書士まで１０１制度

あります。業務独占ですから、たとえば弁護士でな

ければ弁護士の仕事をやってはいけないということ

です。これについて、業務独占そのものの問題から

試験制度、あるいは報酬の決め方等々１６項目の見

直しの観点を各省に示して、ずっとヒアリングをや

っております。

　この資格というのは、本来社会経済活動にとって

有用なものであり、とくに多民族社会であったりす

ると雇用の流動化のために非常に有用なのですが、

下手をすると壁を作って、ギルドのようなものにな

る。早い話が司法試験の結果をご覧になれば、なぜ

毎年一定の人数だけ合格するのか。これは公認会計

士だろうとなんだろうと、毎年一人として合格者の

数が違わないものがあります。これは、調整してい

るに違いない。本来、私たちの他の分野で見ますと、

豊作の年と不作の年というのはあるわけで、ある年

に１０００人受かることがあっても、ある年には５

００人しか受からないことがあったっていいわけで

す。ところが毎年同じ人数が受かるということはお

かしいわけで、こういうのをみますと、壁があるに

ちがいないと思うわけです。

　最近医療福祉関係で非常に資格が増えてきていま

す。こういう資格は、ある資格を取ると近隣のほか

の資格もすぐ取れれば問題はないわけです。大病院

であればいろいろな資格毎に人をそろえることがで

きますが、中小の病院では一人がいくつかの資格を

持っていたほうが経営上いろいろ楽なわけですね。

あるいは、たくさん資格を持っている人については

給料を高くすればいいわけです。ところが、そうい

うことがなかなか出来ない仕組みになっている。こ

うしたことを問題にしているわけです。

　検査検定の見直し、あるいは業務独占資格などの

問題は、今までも個別に取り上げてきましたけれど

も、今度は今まで問題にされていなくても、全部を

横断的に俎上に乗せて調べてみようというふうなや

り方を取る。これは今までのやり方、伝統的な規制

改革とは違うやり方であるということが、このはし

がきに書いてあります。

　もうひとつは、「規制改革は積み重なる上に花咲

く」と書いてあるんですが、要するに出来なくても

何回も繰り返し繰り返しフォローアップしていく。

「古い革袋に『新しい酒』を入れる」というような

ことで進めていくということが規制改革には大事で

あるということが書いてあります。

　３つ目は「規制は細部に宿る」ということが書い

てあります。標語的なことがいっぱい書いてあるん

ですけれども、規制というのは大向こうをうならせ

るような大きな課題を取り上げることも大事ですが、

実際は基準認証等にかかる意見要望など小さな問題
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がいっぱいある。私たちの目にゴミが入るといかに

小さいゴミでも痛いんですが、どんなに小さな問題

でも、各業界にとっては本当に大変らしいんです。

「規制は細部に宿る」というのはそういう意味でし

て、小さな規制でもどんどんチェックしていくとい

うことです。

　規制改革に関する意見要望は、わが委員会は常に

オープンな姿勢で受け付けておりますし、また今回

ホームページも開設してインターネットによる意見

要望受付窓口も開いていますということを論点公開

の冒頭に書き、規制改革をこれからも一生懸命にや

っていきますからよろしくというようなことであり

ます。

　個別の事柄は、「論点公開」をお読みになれば解

りますので、省略いたします。

委員会の位置づけ

　ところで、かつての行革委員会の規制緩和小委員

会は法律に基づいた委員会でした。いまの規制改革

委員会は内閣にある行政改革推進本部のいわば内部

機関としておかれているわけで、通常の審議会では

ありません。内閣に直接ぶら下がっているというか、

いわば内部機関であります。こういうもののメリッ

ト・デメリットをどう考えるか。宮内委員長は、法

律に基づいた委員会の方が権限が強いんではないか

というお気持ちのようですし、また経済界からもそ

ういう意見が多いのですが、内閣にいわせれば、外

にある審議会ではどうしても「尊重する」というこ

とが最大限ぎりぎりの線だが、今度は中にいておっ

しゃったことを盛り込むのだから、こっちが強いん

だという意見です。私もそう思っていますが、果た

してそうかどうかというのが最近ちょっと気になっ

ています。

　それから、もうひとつは、行革委員会規制緩和小

委員会時代から年月が経ち、規制改革委員会もずっ

と歳をとってきました。私たち委員のマンネリもあ

るかもわかりませんが、みんな大人になったのでは

ないか。もうすこし若々しい勢いをつけるのはどう

したらいいかというようなことを、委員長と雑談で

話したことがあります。

　いろいろ反省すべき点はありますが、宮内委員長

がおみえになったので、本来の話をしてもらって、

ご質疑は併せてやってもらったらいいかと思います。

２　宮内委員長説明要旨

委員会の名称変更

　今年から「規制緩和」から「規制改革」という新

しい言葉になったわけです。DE-REGULATION という

言葉を日本語に翻訳いたしますと規制緩和というこ

とになるわけですけれども、本当は REGULATION を

外すということですから、規制を外すということが

DE-REGULATIONの神髄だったと思のです。ところが、

日本という国はなかなかそうはいきませんで、規制

緩和、規制を弛める委員会ということで活躍しろと

いうことでございますから、田中事務局長のもとで

やってきたのでありますが、今年になって規制改革

委員会ということになりまして、言葉は変わったわ

けです。

　この規制改革委員会は今度は政府のほうで英訳を

いたしまして、どういうふうに訳すのかなあと思っ

ていますと、REGULATORY REFORM COMMITTEE という

訳になっております。これは英語のほうでみるとす

ごい委員会なんですね。なんか何でも出来るような

感じが致します。まあ、日本語の方も規制改革です

から、これまでの非常に狭い意味の規制緩和という

観点ではなく、もうすこし広いところを取り扱って

もよろしいという、若干のゴーサインが出たのかな

というふうにとらえております。

　名前だけでなくこんなふうに変わったひとつの理

由は、経済戦略会議の最後の答申で規制緩和委員会

をさらに制度改革委員会といった形に改組して、制

度そのものの改革にも取り組むようにすべきだとい

う答申があったわけであります。この制度改革委員

会をつくるべしという経済戦略会議の英訳が出来て

おりまして、それは REGULATORY REFORM COMMITTEE

となっているわけです。日本語では別の言葉があっ

て、英語に訳すと同じ言葉になる。日本はいよいよ

制度改革にとりかかったのかと思われるわけです。

そこまでひがんで考えるといけないかもしれません

が、日本の言葉と英訳とを比べてみると、非常に面

白い。日本国政府の有能さがでているのではないか

という気がするのです。

　ただ、今回名前を変えると同時に、どういうこと

が許されるようになったかといいますと、今までは

非常に狭い意味の規制に検討範囲が限定されていた

のですけれども、名前を変えると同時に、例えば規
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制的に動いている税制とか補助金など、規制改革と

密接に関連するものについてはこの委員会で扱って

もいいと、その程度の幅がひろがったというわけで

あります。かつては、この税制は規制的に働いてい

る、あるいはこの補助金は競争制限的なものである

というふうなことをわれわれの委員会が申し上げま

しても、税制に関しては規制緩和委員会のすること

ではない、税制には税調というきちんと検討すると

ころがある。補助金、これは政策的に出来たもので

あり、この委員会でやることはない、ということで、

全部オミットされる傾向にありました。それに対し

てはかなり抵抗したんですけれども、この度名称変

更と同時にもう少しそういうものも取り扱ってもい

いとことになったのは、後退ではないことは事実で

ありますから、ひとつの前進であるといえると思い

ます。

スケジュール

　さて、われわれの委員会は行政改革委員会規制緩

和小委員会というところから始まりまして、ちょう

ど５年目になります。この間、ずっと同じようなこ

とを叫んできたわけですけれども、この規制緩和小

委員会になったときに、はじめてすべての委員が民

間人になりました。いわゆる各省庁のＯＢが参加さ

れていつも議論が相打ちになり、両論併記となって

何も起こらないという状況から、はじめてそういう

方々が入らないことになりました。委員会としまし

ては、言うならば規制改革推進派ばかりが集まりま

して、内部は極めて風通しのいい、方向性の統一が

とれた活動になって本年で５年目だということにな

ります。したがいまして、この５年間はほぼおなじ

ようなスケジュールでやってきました。

　どういうスケジュールかと申しますと、４月に始

まりまして、夏までに本年度に取り扱うべき問題の

規制を内部で検討しまして、われわれ委員会としま

してはこの規制を変えていきたいというふうに思う

ということを夏に発表します。これは、本年でいい

ますと、規制改革に関する論点公開というものであ

ります。ひとつひとつの課題の論点を出しまして、

その規制を維持する理由、なぜその規制が存在する

かということと、その規制を変えないといけないと

いう考え方、われわれ委員会は当然変えなければい

けないという考え方でありますけれども、いずれに

しましても、その両方を公平に並べる。それによっ

てその利害関係者が浮かび上がってくるということ

になるわけであります。そして公開することにより

まして議論を巻き起こすというなかで、夏休みが終

わりました９月から１２月までの間にその論点をつ

ぶしていくという作業をいたします。

　どういうふうにつぶすかといいますと、規制維持

派の方々と議論を重ねるということであります。中

に担当官庁が入っていただくということでございま

すけれども、官庁を相手にいたしまして、そのうし

ろにいる利害関係のあるところと議論を重ねていっ

て、われわれがこのひとつひとつの案件について、

どこまで改革を迫られるかという瀬踏みをいたしま

す。反対が強い後退させられる場面もあるというこ

とですから、このやり方では「強きに弱く、弱きに

強い」ということになりかねないわけでありますけ

れども、実体はやはり反対の強い場合はいくら規制

改革委員会が良い提言を書いても、政治勢力に結び

つきまして実現しないということであります。です

から、われわれがこの論点を、とにかく言放しはい

やだ、言った限りは一歩でも進めたいということで

すから、各論点につきましてどこまで踏み込めるか

ということを、１２月ぎりぎりまでひとつひとつの

案件につきまして作業するということです。

　本年ですと、ここに５７、案件として１５０項目、

これを利害関係の方とひとつずつ潰していって、最

後の提言とりまとめでは句読点も含めまして、ぎり

ぎりの文言をどこまで書き込めるかということを、

やり合いをいたします。全面勝利もありますし、ほ

とんど動かないのもありますけれども、なんらかの

形で１２月に決着をつけまして、これを当委員会の

意見、「見解」という名前をつけていますけれども、

そういう意見という形で政府に提出する。これでひ

とつの作業が終わるわけであります。

　政府は年末にそれを受け取りまして、年度末まで

のあいだにこれを政府決定に盛り込むということで

あります。委員会の意見を政府の政策に変えていく

という作業を各省庁にしていただきますから、ここ

でもう一度同じような綱引きがございます。政府が

受け取りまして、本当の政策に変えていく過程で、

句読点がひとつ動くだけでも意味が全然違うという

ような場合がありますから、最後のぎりぎりの詰め

を官庁といたしまして、３月末に政府の政策として

きめていただく。これによって、ワンラウンドが終

わりということです。これは過去４回やっていまし
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て、今５ラウンド目です。

　過去４ラウンドやったものについては、今度はそ

の次の年に過去のものがどのように動いているかと

いう監視をしなければいけないわけです。政府の政

策になったから、放っておくというのでは十分では

ありません。大部分、日本の行政庁は政策ができま

すとそれを忠実にやっていただけるということはお

おむねいえることでありますが、そのやり方を監視

をするということをやりながら、また新しいものに

取り組むということです。本年度で言いますと、あ

たらしいものを纏め、そして、過去４年間の監視を

するというのが、われわれの委員会の作業です。

　通常、政府の政策になったものは各省庁が持ち帰

りまして、そこで、実行方法につきまして協議をす

るわけですけれども、もっとも大がかりなものは、

その関係省庁の審議会にご審議いただきたいという

ことになりますから、またそれから実施方法を決め

てもらうのにもう１年かかる。さらに１年かかって

でてきたものが、激変緩和のために３年間必要とか

なんとかいうようなものになって、実行がさらにず

れるというようなものです。

　一例ですが、今年の１０月１日から証券の株式売

買手数料の自由化ということが行われますが、これ

は確か初年度、４年前に取りあげたものです。大蔵

省の審議会で激変緩和の議論がいろいろありまして、

やっと実現が今頃になる。大きな問題ほど時間がか

かる。それを、監視というかたちで、できるだけス

ピードをあげる。それから、内容を大きなものにす

るということが、われわれの仕事でございます。

委員たちの苦労

　そんなことをやっているわけですが、実は規制と

いうのは殆どの場合１件ずつの問題なのです。１件

ずつですから、束にして全部バッサリというのはな

かなかできない。したがいまして、私たちは委員会

を５つのワーキンググループに分けまして、その５

つのワーキンググループに分担を決めていただきま

す。そして、その委員会活動ではなくて、ワーキン

ググループで各関係団体との丁々発止の議論をする

わけです。私どもにとりましては、例えば今年は１

５０項目ですけれども、相手にとりましては１項目

であり、これが改革されると自分たちの既得権益が

消えてしまうという話でありますし、自分たちが殆

ど一生かけてやってきた事業ですから何でもよく知

っている。なぜ規制が必要かというようなことなん

かについては、ものすごくよく知っているわけです。

それに対して、それを潰していこうとする立場のワ

ーキングループの委員たちはそれに対抗するわけで

すから、向こうの総力戦とこちらのか細い数人の委

員とが対抗して議論していくということですから、

実際にはひとつひとつを担当される委員はものすご

いエネルギーとものすごい時間を投入する。政府の

審議会レベルの会合でこれほど委員の皆さんの時間

を奪うものはおそらく無いだろうと思っています。

したがいまして、委員長というのは楽だと思います

が、その他の委員は本当に滅私奉公、しかも各項目

について常に強烈な反対を受けるという立場であり

ます。

　われわれの論点について、そのとおりだ、一緒に

やりましょうといってくれるのはひとつもありませ

ん。論点を出したとたんに、下手をするとデモ隊が

くるというようなことにもなります。誰ひとりとし

て、この改革について、規制改革委員会がんばれと

いうデモをやってもらったことは一度もございませ

ん。これはなぜかといいますと、もしある特定の、

この１５０項目のひとつでも改革され、自由化され

るというようなことになった場合、そのメリットと

いうのはユーザーあるいは国民ひとりひとりのレベ

ルでいいますと、紙１枚だけのメリットなのです。

個人生活にとってはなんのことはない、よくわから

ない。そよ風が吹いたというだけの話なのです。と

ころが関係する諸団体にとっては命がけのことで、

既得権益がなくなる、生きる基盤が無くなるという

ことで、生死をかけて大反対ということです。そう

いう状況の中で委員の皆様方も事務局（各官庁の

方々、民間からもでておりますが）も、非常によく

やっていただいているということを特に申し上げさ

せていただきます。

本年度の論点公開の特徴

　本年度、特徴的なことといたしましては、横断的

な改革ということを取りあげました。かつて取りあ

げた横断的改革の例として、法律の中に需給調整条

項を持っている法律を横断的にみて、需給調整とい

うのは規制の最たるものだから、需給調整条項を全

部外そうじゃないかということで、見直しをおこな

いました。確か１７の法律に需給調整条項が入って

いるということでした。このひとつひとつの法律を
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相手方と折衝しますと、これは需給調整ではないん

だ、そうではない別の目的でこういう条項があるん

だということで、極めて難航した経緯があります。

本年度はさらに２つの横断的見直しを本格的にやろ

うということで取りあげました。

　ひとつは業務独占資格。横断的に各法律で業務独

占資格を与えているもの、例えば弁護士、行政書士、

司法書士、そういう業務独占資格を与えられている

その資格というものが、本当に業務独占に値する内

容になっているかどうか。まあ、いうならばギルド

にの世界を公認しているようなことであります。そ

ういうところで、独占している内容をみていこうと

いうことです。１０１の業務独占資格があります。

これは、１０１の団体からの強烈な反対運動を巻き

起こす可能性があるわけです。

　もうひとつは検査検定制度。国のいろいろな基準

に対する検査検定というものが、例えば国が検査検

定をする、あるいは国の委託を受けた公益法人がや

るというようなことで、独占的にやっている。それ

の意味合いというものが果たして本当にあるのだろ

うかというようなことで、これは６６項目あります。

そういうものはひとつひとつ大変なハードコアであ

りますけれども、これを取り扱っていくというのが、

今年の非常に重たいテーマでございます。

　それからもうひとつ特徴を申しますと、規制改革

という視点から見ますと、規制というものを取り払

ったらいいというばかりではなく、もう少し新たな

形の、なにか制度的なものを組み込むことによって、

市場というものがより完全なものになるのではない

かという問題です。ひとつはかねてから言っており

ますけれども、競争政策を強化すべきだということ

です。独禁法のまだまだ欠陥があるところについて

の見直し。あるいは社会的なセーフティネット、社

会保険だとか、罰則だとかのセーフティネットの面

で抜けているところがあるんではないか。市場経済

がもし発展した場合には、非常に社会的な欠陥にな

る可能性があるということで、そういうような規制

改革という視点で新しい取り組みをしてきているつ

もりです。これはこの９月からどのように議論され

るか楽しみなところです。

　それからもうひとつ、第５ラウンドであると申し

上げましたが、過去の４ラウンドの積み残しの監視

ということがますます重要になっております。過去、

積み上げてきたものが山のようにある。そして、具

体的にそれをどのように変えていくかということを

各省庁が詰めております。その詰め方のぎりぎりの

ところをよく見ておきませんと、意味がなかったと

いうことになります。

　例えばひとつの例ですが、有料職業紹介業という

のがありまして、これは、これまでの規制ではある

業種に限ってやってもいいというかたちであったも

のを、大変苦労いたしましてネガティブリスト化と

いうことについて、やっと合意に達したわけです。

したがいまして、ネガティブリストに載っていない

ものについては自由になります。では、そのネガテ

ィブリストにいったいなにを載せるのか。私どもは

港湾労働だとか非常にそれを自由化すれば問題にな

るようなものがネガティブリストに載るという前提

で議論して、やっとネガティブリスト化というもの

を勝ち取ったつもりなんですけれども、聞くところ

によりますと、そのネガティブリストの内容が、い

ままでポジティブリストだったものを全部裏返して、

残りを全部ネガティブリストに入れるようなことに

なっているのではないかというようなニュースも入

って参りました。これではなにをしたのかわからな

い。このネガティブリストの意味合いを基本から問

い直して、監視をしなければならないというような

問題です。本当に最後に、政令とか省令とか、文章

になってピリオドが打たれるまで、監視の目を離せ

ない。この監視というものがかなり重要になってき

たということです。

規制改革についての所感

　そのようなことで本年の作業を進めているわけで

すが、もう少しおおざっぱに現在の規制改革という

もののありようについて、これは私の個人的な意見

ですが、感想を最後に述べさせていただきます。

　規制というものは、現在１万１１１７件あるとい

われておりますけれども、数を減らすのが目標とは

決して思っておりません。これまでやってきました

なかで、どういうことが感じられるかといいますと、

省庁別でいいますと、かなり温度差があるというこ

とがひとつの特徴ではないかと思います。どのよう

な温度差があるかといいますと、例えば経済を司る

部分、ビジネス活動という部分につきましては、や

はり日本は確かに統制経済だった、統制経済という

のは結局のところ効率が落ちるからやはり市場経済

にしていく必要がある。そういう過程にあるのだか
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ら、規制をなくしていくということは自分の業界で

は困ることではあるけれども、少なくとも一般的に

はいいことだという思いが、そういう経済活動に関

する官庁では強く出てきているということは事実で

あります。それに反しまして、温度の非常に低いと

ころは、自分たちは経済活動だとは思っていない。

社会活動だと考えている。福祉、医療、教育だとか

農業、労働問題というのは経済活動だと思っていな

い訳であります。規制緩和、規制改革は関係ないよ。

これは社会のためにやっているのだから、もちろん

公が取り仕切らないといけない。社会のためのこと

は公がやるのは当たり前で、私企業の活動とはなに

も関係がない。こういう意識ですから、なかなか動

かない。一番大きな問題になると思うのは、おそら

く医療だとか福祉だとか介護だとかという、今社会

問題になっているところへ、規制改革というものを

どう当てはめていくかということであります。

　一例ですが、たとえば病院というものの経営につ

きましては、病院経営は医療法人でなくてはいけな

いということに対して、われわれは、病院経営は企

業がやってもいいじゃないか、企業の病院経営を解

禁すべきだというようなことをいいますと、医師会、

看護婦会などの団体から営利目的の企業に人の命を

預ける医療行為をさせるなどとはなにを考えている

かと、ずいぶんお説教を受けるわけでありまして、

全く動かない。これは一つの例です。もっとも、薬

は株式会社で出来るわけですけれども、それについ

てはあまり議論はございません。そういう面がたく

さんございます。あとは農業、教育。この部分も、

自分たちには関係ないのだというふうな考え方で、

なかなか受け付けてくれないということです。

　日本に色濃く出ているのは、公共の仕事というも

のは官がやるもので民には触れさせないという非常

に不思議な哲学があるんではないかということであ

ります。ここをなんとか破っていかないといけない。

官のやる経済活動というのは社会主義経済活動であ

り、それが駄目なことはもうとうの昔に答えが出て

いると思うんですけれども、なにか企業、株式会社

というものを忌み嫌う雰囲気がたいへんあるわけで

す。企業活動の恩恵を最も蒙っていると思われる農

業でさえ、農業に企業が参入することには大反対で

あります。その辺の温度差といいますか、考え方を

どのようにブレイクすることが出来るのか、という

のが一つの問題ではなかろうかと思います。

　それから、やはり、こうして規制ということで１

万何千件の中から、これはなんとかしたいというも

のを拾ってきたつもりですけれども、結局力の強い

ものにはなかなか勝てない。その相手に対して、こ

の委員会はなにが出来るかといいますと武器がない

わけです。この委員会の上部組織というのは行政改

革推進本部でありまして、本部長が総理大臣で、副

本部長が総務庁長官と官房長官であり、本部員は全

閣僚であるというから、本部が受け取ってくれたら、

もうそれでピリオドだというのが素人考えでありま

すけれども、ぜんぜんそうではありませんで、受け

取ったままじっと握っておりましたら動きませんし、

法律改正の問題となって政党の手に渡りますと、そ

こには早くも手が回っていて潰される。

　わたしが大変懸念しているのは、過去に負けまし

たものはやっぱり大きいなという思いがいっぱいで

す。具体的にはＮＴＴの分割の問題です。ＮＴＴに

つきまして、委員会は分離分割すべきだという意見

を申し上げまして、それを受け取っていただきまし

た。その結果、答えは分離分割するけれども、持株

会社で統括するということで、これは答えになって

いるとはとうてい思えないのですけれども、これが

答えだ、おっしゃるとおりにやったといわれますと

なんともいえません。これによりまして、日本の情

報通信というのが何年遅れるだろうか。アメリカに

比べて通信料金が何倍というままでいってしまうと

いうことは日本にとってどれだけマイナスになるだ

ろうかという思いがいっぱいです。郵政省によりま

すと、情報通信の世界の規制緩和は世界一進んでい

るとおっしゃるわけですけれども、金魚鉢の中に鯨

を入れておいて、ほかの金魚に自由に泳げといって

いるのが、果たして規制緩和が行き着いたのかと思

いますと、誠にこれは詭弁でありまして、そういう

意味で日本の競争政策というものの弱さを痛切に感

じる次第です。

　もうひとつ残念なのは再販問題ですが、釣り損な

った魚は大きいということであります。決してわれ

われのざるの中は雑魚ばかりだとはいいませんけれ

ども、大きな魚を釣り残しているということも事実

であります。それは委員会が悪いのだ、委員長がぼ

んやりしているのだということかもわかりませんけ

れども、一方では国民もぼんやりしていると思わざ

るを得ない面があります。とはいいましても、この

委員会は叫ぶだけではだめで、なにかを実現する、
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一歩でも三歩でも動くということを使命としていま

す。私は、日本は今、全力で走らないといけないの

ですけれども、現在、構造改革のなかの重要なひと

つである規制というものにつきましては、正しい方

向にゆっくりと歩き始めた
．．．．．．．．．．

ということをご報告させ

ていただきまして、この辺で話を終わらせていただ

きます。

３　質疑応答

小島：宮内さん、ご苦労さんでございます。特に再

販問題につきましては、相手が非常に悪いですから

これまた大変だったろうと思います。ＮＴＴの問題

については、これからも進んでいく問題だと思いま

す。

　一番問題なのは再販問題だろうと思います。僕個

人としては、再販問題は宮内さんと意見を異にしま

して擁護論の方でありますけれども、ただこの問題

につきましてはきちんと議論だけはしておかないと

いけない。いまのような曖昧なことでは、これは両

方ともおかしくなってしまうと思います。

　医療の問題については、おっしゃるようにいろい

ろ問題があるわけですけれども、そのためには現在

の医療制度自身を全部、根底から見直して考えない

となかなか進まない問題で、万人が同じような医療

をミニマムではなくてマキシマムまで受けられるの

が今の健康保険制度になっているわけです。

　これからまた、医療と介護の接点といいますか分

岐点というのは非常に難しいわけです。現状では、

実際問題として、介護を本当にやっていこうと思う

と、現在の民間病院をきちんと利用する制度自身を

考えないと、今までの救急病院的なやつをいかに地

域的に配置し直すかということを考えないといけな

い。単に、参入をどうのこうのとか、あるいは規制

をどうのこうのといういう問題ではなくて、そちら

の方からいかないと、ここ２～３０年の間は過渡的

に非常に問題が起こってくるのではないかという気

がします。そういう点では、現状における医療サー

ビスとか介護サービスがどうなっているかというこ

とを、是非もう一度検討していただきたい。

　３番目の農業の問題につきましては、これこそ、

私は最初から宮内さんと意見が違っているのは分か

っているのですが、ただ、農業につきましても、現

在農業法人が１万程度あるわけですし、現実にどん

どん増えているわけです。農業側におきましても

「株式会社」的な経営が最も効率的であり、今後の

後継者育成という面につきましても、それ以外には

ないということがだんだん分かってきておりますの

で、株式会社の参入という問題よりも、自分自身が

「株式会社」化するようなことが現在進んでおりま

す。農業法人協会というようなものも５月に発足い

たしましたので、現実がどんどん変わってきている

んではないかという感じが致しますので、是非そう

いう点からも、農業問題を単に農業は保護ばかりを

するんじゃなくて、そういう新しい芽を育成する、

助成するような形で進んでいくべきではないかと思

っています。

　最後に、政治制度の問題についても、ぜひ委員会

で考えていただきたいという感じがします。基本的

にはその問題だと思います。医療の問題でも、医師

会が強いということは政治が強いというだけの問題

ですから。

宮内：おっしゃるとおりです。小島さんと議論して

勝てるとは思いませんから。（笑い）

松原：おっしゃるご苦労も全部わかりまして、基本

的に賛成です。最近私が感じているのは、規制緩和

はそれなりに進んできていると思います。例えば、

お話になった情報通信に関してはもう１０年以上前

に公社の独占から競争になりました。今私は電事審

の専門委員をやっていまして、電力の小売りがもう

すぐ実現して、今その宅送の料金をいくらにするか

という規制緩和の真っ最中ですが、これも競争が入

るのです。

　そういう競争的になってきた分野に対する監督が、

従来と同じように郵政とか通産でいいのかというの

を痛烈に感じようになりました。それは、例えば審

議会のワーキンググループは東京電力と新日鐵の利

害調整なのですね。そのときに通産がその行司役と

いうのはおかしいのではないか、公取的なところで

やるべきではないかという意見を申し上げました。

それから郵政も全く同じでして、おっしゃるように

鯨と金魚のバトルを郵政がコントロールしていて、

たまに届出を拒否して問題になっている。競争的な

話になってきたら、それは監督官庁の話ではないの

ではないかという気がしてきたのです。公取などは、

電力のことなんかは難しくてわからなくて、もって
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こられても困るという話になってしまう。じゃあ、

やっぱり専門的知識がある通産なのかという話にな

ってしまうそうすると、私は委員長のご感想を聞い

てみたいと思うのは、公取はだいぶ組織改革をしま

したけれども、もっと思い切って強化して、電気通

信も電力も競争的だったらうちに来いというぐらい

のことをやらないと、結局規制緩和をして競争を入

れても、結局なんかごちゃごちゃしたとこで終わっ

てしまうのではないか。そのへんをどうお考えか伺

いたい。

宮内：私も同意見です。かつて公取組織を強化した

いというご意見については、委員会は賛成を致しま

して、公取は一番トップが事務局長から事務総長に

格上げになりました。大いに期待したのですが、た

だ今のところそれだけでして、そういう意味では、

例えば電力のことがよく分からないと取り扱えない

ということでないと思うのですね。公正で有効な競

争が行われているかどうかという点だけで公取が判

断すればいいのですから、今でも出来るはずなので

す。そういう意味では、公取がそこに決定的な意志

を示したり、産業界の考え方をただしたりというこ

とについての機能は、われわれからみましても、な

にしているのだという気が非常にあるんです。アメ

リカとくらべるわけにはいきませんが、アメリカで

は公取と司法省が一緒になっているという実に厳し

い制度になっているのに比べて、日本は制度的には

一応形はできているけれども、機能しているかどう

か問題です。独禁法もありますけれども、それを本

当に法律に基づいてきっちりと施行しているかどう

か、非常にアドホックに時々法律を使うというのは、

スピード違反でたまに捕まって不運だったというの

と同じような恣意的な法律の発動というのが多いの

ではないか。公取について、大きな問題は置いてお

いて小さなところを問題にするという悪口がいわれ

ていますが、その悪口が事実であるとすれば、ゆゆ

しき問題であると思います。

田中：どの組織でもそうだと思うのですが、委員長

がおっしゃるように電力のことを知らないからとい

う問題ではなくて、公正な競争であるかどうかとい

う判断をすればいいわけです。ただその判断をする

ときに、大きいのは逃して小さいのばかり捕まえて

いるというのは、蟹が甲羅に合わせて穴を掘ってい

るというのと同じです。今までの公取ですと、歴史

的に痛めつけられてきて、そういう行動パターン、

思考形式になっているのですね。だから、本当に強

くしようと思ったら、人を入れ替えなければいけな

い。入れ替えるということは、例えば通産省とか運

輸省とかから公取に人を持っていくんです、中堅ク

ラスを。そうやって血を入れ替えないとなかなかう

まくいかないだろうと思います。あるいは民間から

持っていくとかいうようなことを考えないといけな

い。公務員制度にも少し関係してきますけれども、

そうした運用面を考えないと機能は強化されないの

ではないかと思います。長年横で見ていて、私も公

取を担当していたことがあるのですが、じれったい

ことがあります、非常に。むしろ防御的に働いたり

して、特に再販の問題なんかはもうすこししっかり

してと言いたいことがあるんですけれども、なかな

か機能してくれないですね。非常にじれったい。

松原：公正取引委員会を強化するというのはそのと

おりで、特にアメリカの例だとそれでいいのですが、

もう少しその制度的なところで私がおかしいと思っ

たのは、ＮＴＴの問題の時に、その監視役は郵政省

ですから、有効で公正な競争ということをずっと審

議会で言ってきているのです。その郵政省に有効で

公正な競争という資格はきっとないと思うのです。

一方では、郵便の国家独占をやっていて、なにかや

ろうとするとしたらめちゃくちゃに参入障壁とか意

地悪をしている。その郵政省が有効な公正、競争と

いうことで、そのマーケットをコントロールしよう

とすること自体がおかしい。私はある程度競争が入

ったら、それはもう官庁のマターではなくしたらい

いのではないか。同じような意味で、通産の例も、

有効で公正という言葉ではなくて、確か公平で公正

という言葉を使っているんですけれども、そもそも

通産省とはそういうことをやっていない官庁ですよ

ね。競争がはいったのに、そこにそういう権限を残

して、そうやらせていること自体がおかしいんじゃ

ないかという気がしています。だから、いったん規

制が大分緩んでコンペティティブな状況になったら、

もうそれは競争の監視役に制度的に任すぐらいな感

じでないと、なんかおかしいなという気がしている

のです。

田中：すぐにはなかなかむずかしい。仮に郵政省が
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制度改革をするようなことをやってもいいんですよ、

所管官庁だから。ただ、それに対して公取が、これ

は有効な競争にならないよという発言をどんどんし

ていくべきだと思うのです。そのために５人の委員

がいるわけです。だから、なぜ公取がものを言わな

いかというのが問題なのです。そういうことは、や

っぱりマスコミ、あるいは学識経験者もそういうこ

とを指摘しなければいけないなと思うのです。

得本：いろんな面でご苦労いただきながら、前進し

ているという点でいつも評価しています。特に需給

調整事項についての横断的な見直し、それから今回

も業務独占的なこととか検査検定等々、そういう視

点で横断的に見直すというのは、非常な前進だと素

直に思います。ただ、特に今雇用問題等が非常に深

刻化していますから、何とか次の新しいステージの

ためには経済改革をしなければならない。新しい雇

用を生み出していく分野は、まさに経済的規制の緩

和や改革によって新しい産業分野、雇用の場を生み

出すのだと、財界の経営トップがいろいろ語られる

のですが、では具体的に委員会で、新しい産業分野

を満たすという視点の議論はどういう具合にされて

いるのか、またはどんな具合にしていけばいいのか、

委員長のお考えをお聞きしたい。

　それから、もう１点は、今１万１１１７件といわ

れたが、カウントの仕方がなかなか難しいのは、質

の問題はどうなっているのかなかなかよく分からな

い面があるのですね。そういう面で、質的な前進と

いうあたりは、なにかこれを量的に図ることは、ど

のように考えればいいのでしょうか。

宮内：お答えできるかどうか分かりませんが、二つ

目の問題につきましては、量的には１万１１１７件

といいますけれども、それがどの程度影響があるか

というのは一番測りにくいのです。われわれも経済

企画庁に規制改革緩和撤廃の経済的効果を何とか計

算してくれと言うようなことを申しまして、やっと

企画庁から、例えばコスト削減という意味ではＧＤ

Ｐ比なん％だとか、需要喚起という意味ではなん％

だったと、非常におおざっぱな数字は出てきており

ます。まさにそれを見る限りでは、規制というもの

はなくなって、マーケットというものに移り、活性

化する事によってそこにいろいろなコスト削減があ

るし、そこに新しい需要が生まれるというようなも

のは事実なんだということがわかるわけなんですが、

そういう意味ではまだ本当に説得力のあるものはで

きていないです。

　初めの雇用の問題ですが、私は電話の世界が一例

だとおもうんですが、結局電話というものは通信手

段としては世界に冠たるものだというのが当時の電

電公社のレベルだったわけです。ですから、当時通

信手段として電話をかけるようなことがあったら、

世界のどこにも負けない設備がしてあるということ

だったんですけれども、これが自由化し、携帯とい

うものが出てくると、電話は通信手段ではないとい

うことがはじめてわかったわけです。女の子が暇だ

から、なにもすることがないから、電話でもしよう

かという、まさにお遊びの道具になってしまってい

る。考えも及ばない需要というものが出てくるとい

うのが、規制というものをなくした社会だと思いま

す。ですから、よく、この規制を撤廃したらどうい

うことになるのか教えろ、結果も分からないのに規

制撤廃をいうのはおかしいじゃないかという議論が

よくあるのですが、それはまさに計画経済の社会で

あって、それが分からないのが市場経済ですよと申

し上げているのです。なにが起こるか分からないの

が市場経済だということが分かってもらわないと困

ると私どもは言うのです。実際上、われわれの参考

になるのはアメリカでありまして、アメリカでカー

ター、レーガンが規制緩和を進めた１９８２年から

８８年の間に新たに１５００万人の雇用が生まれた。

中小零細のサービス業、今まで聞いたこともない事

業が生まれて、それがアメリカの雇用を吸収してい

ったというのがひとつの歴史的事実としてあるよう

でして、そういう意味で、日本も同じようなことを

すれば、なにが起こってくるか分からないけれども、

新しい事業が生まれ、そこに新しい雇用が生まれる

はずだと考えます。ですから、マクロの世界におき

ましては、雇用数という数という意味では、おそら

く規制というものを緩和することで十分だというこ

とになりますが、ただ現実にはミスマッチが起こる

と思うのです。いらないという方は中高年で、いる

という方は若い、時給いくらの人だという、このミ

スマッチを社会的にどう手当するかというのが問題

だと思います。私は端的にいって、これはもう規制

改革委員会の仕事を超えている。政治の仕事だと思

います。
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田中：１万１１１７件の話ですが、実はそれを大分

詳しく分類しています。例えば非常に規制的な側面

が強いもの弱いもの、許認可みたいな強いものから、

報告とか届出みたいな弱いものがあります。強いも

のから弱いものへ移っていけば、本当は緩和された

といえるんですが、現状はなかなかそうもいえない。

また、増えているのはなにが増えているかといえば、

環境関係が非常に増えております。それから、安全

の問題。ただ、環境とか安全といっても技術革新と

ともに本当にその規制が合理的なのかどうか。時代

遅れの規制であったら役に立たない。安全の名のも

とに役に立たない規制がいっぱいあるのではないか

という気がするんです。ですから、その点は見直し

ていかなければいけない。

　ただ、毎年毎年件数が増えていくのは、我が国の

原則は規制で、規制の上に立って緩和していくとい

うことになりますから、とにかく増えるわけです。

これこれをしてはいけない、ただしこの場合は許す

というと、規制緩和をすることによってかえって増

えてしまう。したがって、根っこのところを変えて

いかないと、この許認可の数はなかなか減らないと

い特徴を持っています。

　もう一つは、日頃皆さんが何でこんなに強い規制

が要るのかと声に出して言って、ひとつずつつぶし

ていかなければいけないと思います。経済企画庁の

計算では、情報通信やエネルギーなど主なものだけ

について計算しても、規制緩和の経済効果は年間数

兆円あるわけです。さらに間接的にどういう効果が

あったというところまでは、なかなか経企庁が把握

していない。それをどう測るかというところまで、

我が国のミクロの経済の計算の仕方が進んでいない。

どういう風に効果を測っていくか、これからの研究

課題だろうと思います。

司会：金融分野はそれなりに垣根が無くなって、規

制緩和が進んでいる分野の一つだと思います。ただ、

今金融再生委員会あるいは監督庁のもとでやってい

ることをみると、まさに国有化があり経営介入があ

り、さらにはこれからは地銀は県に２行程度でいい

といった、かつての通産行政の極めて古典的なもの

と同じような状況が今出ている。確かに今は非常事

態かもしれませんが、しかし、どうも見ていて、こ

れでいいのか、あるいはいつ平常状態に戻すのか疑

問に思うのです。金融の安定化というのはおそらく

来年再来年ではなくてもうちょっと延びるかもしれ

ない。そういったときに、今行われている金融の緊

急的なことが恒常化するときに、規制改革委員会は

そういうことに対してコメントをいう必要があるの

かないのか、そこらへんをちょっと教えていただき

たい。

宮内：おっしゃっているとおりですね。ですから、

従来の非常にコントロールされた金融というものは

ビッグバンと称してかなり相当程度自由化された。

しかし、ここに壁があって、郵貯、簡保、政府系機

関という流れはいささかも触れられていない。自由

化したところへこのバブルの始末がきた。そうする

とこっちの方はぐじゃぐじゃしてきたから、政府が

今介入している。もう一つ今なにが起こっているか

と言えば、その弱くなった金融機関がものすごい勢

いで今出てきているわけです。考えられないような

金を考えられないような判断で出している。特に弱

い企業にものすごく金をだしている。そういう意味

では日本の金融はいったいどうなっているんだろう

か、ひとりの経済人として、どうなっているんだろ

うかと思い悩むことは非常に多いですね。そういう

思いと、しかし、それでは他の解はあるかと言えば、

どうすればいいのか。もうひとつは日銀の今のゼロ

金利政策、それからものすごくエクイティを高めて

いるということも、ある意味では富の再配分をやっ

ている。懸命にこの金融危機を支えているという姿

にも映るんです。さて、それをわれわれの規制改革

委員会の場で料理するには身に余る事態ではないか

と思います。ただ、今は金融は異様な雰囲気ですよ

ね。

　ただ、グッドニュースは大銀行の中のいくつかは、

やはりこれはならじということでやっているのでは

なかろうかという動きはないでもないですね。しか

し、おそらくもう一段怖い場面が出るかも分かりま

せんね。

斉藤：さっき宮内さんがおっしゃった、だいたいこ

の国の国民がぼやぼやしているから規制改革が進ま

ないのだというのは、私もそのとおりだと思います。

ひょっとすると、おっしゃったように非常に規制の

好きな国民であり、やっぱり公が一番安心出来ると

思っている人たちの集まりだと思う。しかし、考え

てみるとそれではいけないし、これからたぶんやっ
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ていけないだろう。だとすると規制改革委員会はも

うちょっと国民に直に訴えるようなアクションがい

るのではないか。さっきから伺っていて感じるのは、

論点についてもますます専門性が高くなって、それ

だけ委員の皆さんは時間をかけて専門的な次元で議

論をなさる。それはいいんだけれども、マスコミを

みても、それを伝える新聞記者もあまり理解してい

ないのではないかと思うぐらいで、ましてその人た

ちの書いた毎日の新聞をみてもなにが行われたのか

よくわかないというのが実態だと思うんです。その

当たりをなにかクリアする、委員長としてのアイデ

ィアはございませんか。

宮内：非常にそこは悩むところでして、規制改革と

いう観点からいくと、今回の論点公開は田中さんが

事務局長をやっておられて、こういうやり方しかな

いという貴重な発明なのですね。これで少しづつ動

かしていく。もう一つのやり方は、たとえば経済審

議会のようにあるべき姿を発表する。経済戦略会議

のように日本の未来を語る。平岩リポートもしかり。

そういうことはほかでたくさんやっておられる。し

かし、結果はどうだったかというと、新聞に華々し

く書かれて、それでピリオドなのです。結局、政治

ショーに利用されただけで終わってしまう可能性が

高いというのが、悲しいかな現実ではなかろうか。

そういうことを見聞きして、われわれはとにかく一

歩でも二歩でもいこうではないかということになる。

弁解的になりますが、これしかない。そこまでしか

なかなか思いがいかないんです。

　例えば、かつて行政改革委員会があったときには、

政府が言うことを聞いてくれなければ勧告するとい

う権限がその委員長にあったわけです。その勧告権

というのは同時にその裏腹に委員長以下辞任という

ことです。これは政府にとりまして、ものすごいシ

ョックですから、この勧告権を後ろ盾にしてものが

いえたのです。しかし、今の委員会は政府の下請け

なのです。小渕総理からはあなた方のリポートは出

来るだけ尊重してやっていくつもりだからしっかり

やりなさいよと言われているわけですから、しっか

りやってもっていくしか仕方がないのですね。

　ですから、この委員会を、華々しいけれども、新

聞で話題になってお終いという風に無力化すること

は、果たしてそれでいいのか。おまえ、委員長をや

っているのが好きだからそんなことをいっているの

じゃないのかといわれたら、私は全然そうじゃない

ということを申し上げておきますけれども。

　どうも、これだけの力しか与えられていない、こ

れ以上やると自爆する。自爆しないでなにかやりた

い、そういうところなんですけれども。

得本：たとえば運輸関係の許認可がこれだけ進みま

したというのを聞いていますと、確かにユーザーの

方、国民にはそれなりのメリットがあったでしょう

が、業界団体でも一生懸命、免許制度を届出制にす

るといっても、要求される資料は前とちっとも変わ

らない。そこら当たりは業界の中からもう少し声を

出していかなければいけないのですが、形は変わっ

たけれども中身はかわらないというあたりは、どう

チェックされるんでしょうか。

宮内：それは非常に問題でしてね。届けを持ってい

けば受け付けなければいけないと言うことになって

いるし、イエス、ノーはもうちょっとはっきりしな

ければならない。法律的には手当が出来ているにも

かかわらず、依然として受け付けないと言う手法が

まだまかり通っているというようなことを聞くわけ

です。これはやっぱり国民側というか、業界側にも

問題がある。もう変わったということは分かるけれ

ども、そこのところで従来通りやっておかないと、

そこで突っ張るとほかでなにをされるかわからない

とか、おっしゃるわけなんです。それは事実かどう

かわからないけれども、業界側ももっと毅然たる態

度、行政との対応ということをやらなければいけま

せんね。おっしゃるとおりですよ。

司会：今各省庁は、通産にしても大蔵にしても、パ

ブリックコメントのコーナーをインターネットのホ

ームページに設けているのですが、この論点公開と

いうのと、パブリックコメントとはもちろんちょっ

と違うのですが、実際にこの論点公開についての意

見提出をやるとすると、どれぐらい参考にしていた

だけるんでしょうか。

宮内：事務局で担当ごとに非常に真剣にレビューさ

せていただいているはずです。ただ、団体なんかか

ら、わっーと同じ文言で来るものもございますし、

そこはいろいろです。ただ、極めてまじめなもので

すから、一生懸命みさせていただいています。
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　それから、パプリックコメントというのは、要は

規制の新設だとか訂正の時に前もってこういうもの

を作りたいというときにするものですから、今の時

点でパブリックコメントそのものは入らないと思う

んです。

松原：パブリックコメントについてですが、私が今

出ている審議会で電力の自由化について、ちょうど

６月の１ヶ月間やりました。それで出ましたコメン

トを全部集めたものが３９８ページという大量のも

のになりました。私はもちろん全部読みました。米

国政府とかからきちんと来るのですね。英語になっ

ていて、抄訳がついていたりとか。公平な中立的な

立場から言いますと、これは非常にいい制度です。

ただ、通産の方はあまりそれを考慮するつもりはな

いですね。今のところは、アリバイ的な制度のよう

な感じを受けましたけれども、出てきたものを見ま

すと、米国政府からアメリカの企業から、新日鐵か

ら、大学院生とか、ともかく４００ページぐらいの

分厚い報告書がでていて、中身は非常に充実して、

もしそれを本当に生かせば、それはすばらしいです

ね。残念ながらあまりその気はないみたいで、私は

一生懸命読み上げてやっているのですが。それがパ

ブリックコメントの現状です。

司会：それは公開されていますか？

松原：公開資料です。

田中：パブリックコメント制度は、出された意見に

対して、採用しない場合は理由を付けて、こういう

意見がありましたというのをつけて、こういう理由

で採用できませんということを公開しなければいけ

ないのです。そういうルールにしているのです。採

用するものは黙っていてもいいのです。黙っていて

もアメリカやＥＵやら、コメントつけたほうは無視

されるとどうして無視したんだと言いますけれども、

本当は制度上は行政手続法に書く話なんですよ。た

だそれを今は政府措置として閣議決定で決めている

んですけれどもね。この３月２３日にわが規制改革

委員会でちゃんとオーケーをして、閣議決定をして

もらった。それによると今のお話のように最低３０

日間オープンにして、それに対する意見を集めて、

それを聞けないものについてはその理由をオープン

にするという制度になっておりますから、まあまあ

相当進んだのではないかと思います。

宮内：パブリックコメントではないですが、有力団

体とか国が規制改革について要望書を作ってくるわ

けです。経団連だとか、アメリカ政府だとか、ＥＵ

だとか、いろんな国から、じつは外務省を通じても

きますし、直接委員会に要望書を持って来ることも

あります。例えばアメリカですと、フォーリー大使

が出てきて説明するというようなことで、それを圧

力と感じるかどうかということですけれども、相当

インパクトのあることです。

司会：ありがとうございました。そのような制度が

ちゃんとあるならば、横でぶつぶついっていないで、

ちゃんとしたところでものを言っていくことも考え

ていかなければいけないと思います。

以上

【短報】市町村主権フォーラム地方財政研究会の発足
　市町村主権フォーラムでは、市町村の立場から地方財政制度改革案を検討することを今年度の活動計画に掲げ

ている。そこで、各参加自治体の財政担当者を中心に地方財政研究会が組織され、その第１回会合は８月５日に

開催された。

　第１回会合では、まず、参加者の問題意識の披露と摺り合わせが行われ、討議の結果、個別単発的なことを取

りあげるのではなく、地方税・財政制度全体を取りあげ、改革案を考えていく必要があることで一致し、次回の

会合は９月議会が終了した１０月初めに開くこととなった。

　また、三鷹市が始めた「行政経営品質評価」について、担当者から簡単な紹介が行われた。
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さる８月６日の総会で承認されました98年度事業報告と決算をご報告いたします。

１９９８事業年度

社団法人行革国民会議事業報告

１９９９年８月６日

第２１回定時総会

　１９９８事業年度（１９９８年７月１日から９９年６月３０日まで）における社団法人行革国民会議の活動は

次の通りである。

１　第１９回総会の開催

　１９９８年８月６日、第１９回総会を開催し、９

７年度決算の承認と９８年度民間版行革白書（後

述）の決定を行なった。

　なお、総会議事終了後、政策研究大学院大学橋本

晃和教授から「参議院選挙の結果をどう見るか」の

講演が行なわれ、意見交換を行なった。

２　第２０回総会の開催

　１９９９年６月２５日、第２０回総会を開催し、

９９年度予算・事業計画の決定ならびに役員改選を

行った。

　総会終了後、立教大学社会学部宮島喬教授から

「ＥＵの統合と国民国家の行方」について話を伺っ

たあと、意見交換を行った。

３　第１４回民間版行革白書「この１年間の行革の

歩み」の発表

　９８年８月６日の第１９回総会において、１９９

８年度民間版行革白書を承認し、公表した。この白

書は、行革国民会議の行革関連新聞記事データベー

スから、主要項目毎に記事を検索し、それを年表形

式にまとめ、簡単なコメントをつけたものである。

１９８４年の「行革の進捗状況の採点表」の発表か

ら数えて１４回目になり、また、１９８８年に現在

の形式になってからも１１回めの発表となる。

４　「男女共働社会実現のための税制・社会保障制

度改革案」の発表

　男女共同参画型社会実現のためには、女性の経済

的基盤を固めることがその必須の条件である。そこ

で、９７年１２月、袖井孝子お茶の水女子大学教授

を座長とする「男女共働社会研究会」を組織して、

個人の自立を保障するための税制や年金、医療保険

制度改革案の検討を開始した。９８年１１月にはそ

の中間報告を下に会員懇談会で議論を行ない、９９

年５月に最終報告をとりまとめた。専業主婦控除の

廃止、夫婦２分の年金制度の創設などがその主な内

容である。

　なお、この検討は市民立法機構（後述）のプロジ

ェクトを国民会議が分担したものであり、９９年５

月２９日の第３回市民立法機構総会において袖井座

長から報告が行なわれた。

５　会員討論会の開催

　国民会議として議論しておくべき重要テーマにつ

いて、以下の通り会員懇談会を開催した。

　９８年　８月　６日　「参議院選挙の結果をどう

見るか」について、橋本晃和政策研究大学院大学教

授から話を伺った後、意見交換を行った

　９８年１１月１６日　「男女共働社会実現のため

の税制・社会保障制度改革案」について、研究会の

袖井座長の報告を下に討論を行った。

　９９年　４月１４日　「セフティネット論の知的

革新」について、金子勝法制大学教授から話を伺い、

討論を行った。

　９９年　５月１９日　「セフティネット論の具体

的展開」について、神野直彦東京大学教授から話を

伺い、意見交換を行った。

　９９年　６月２４日　「ＥＵ統合と国民国家の行

方」について、宮島喬立教大学教授から話を伺い、

意見交換を行った。

　このほか、後掲の「市民立法機構」の第３回総会

（９９年５月２９日）には、国民会議の会員にも参

加を呼びかけた。

６　情報公開法制定推進会議との連携

　国民会議では、これまで情報公開法制定をめざし
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て運動を続けてきた市民グループとの連携を深める

ため、各界の参加を得て、９４年１０月２４日、

「情報公開法制定推進会議」を結成し、以来、常時

フォローを続けてきた。

　法案が国会に上程されたにもかかわらず審議が進

まないことに対しては、関係議員に働きかけを続け

るとともに、２月１０日に開かれた市民公聴会の場

でも早期成立を強く主張した。

　なお、法律が５月７日に成立して、情報公開法に

対する運動が法制定から法活用に移行したことに伴

い、推進会議は解散したが、国民会議としては今後

も関係諸団体と連携を緊密にして、法の活用と残さ

れた課題の解決に努めていく予定である。

７　市町村主権フォーラムの結成

　９４年１月に結成された「パイロット自治体会

議」は、９９年３月末にパイロット自治体制度が終

了したことに伴い一旦解散した。しかし、むしろこ

れからが自治体の実験の時代であるとの認識のもと

に、新たに「市町村主権フォーラム」を結成するこ

ととなり、６月７日、榛村純一掛川市長を代表とし

てスタートした。国民会議は引き続きその事務局を

引き受けることとなった。

８　「市民立法機構」への参加

　改革をめざす多くのグループの連係を図るととも

に、それを具体的な改革に結びつけていくために、

国民会議と全国市民運動センターが共同事務局とな

って、９７年５月９日に市民立法機構が発足した。

　９９年５月２９日にはその第３回総会が開催され、

国民会議が検討を引受けた「男女共働社会実現のた

めの税制・社会保障制度改革案」の報告のほか、リ

ターナブル瓶普及検討グループの提案によるシンポ

ジュームや寄付税制についての討論会などが行なわ

れた。

９　研究会の開催

①　男女共働社会研究会（座長：袖井孝子お茶の

水大学教授）

　男女共同参画型社会の実現のための税制・社会保

障制度の検討は市民立法機構が取り組むことを決め

た課題であるが、これを具体的に進めるため、９７

年１２月、国民会議内に研究会を設置し、検討を開

始した。研究会はほぼ月に１回のペースで検討を進

め、９８年１１月に国民会議の会員懇談会で中間報

告、９９年５月の市民立法機構の総会において最終

報告を行なった。

　報告には、専業主婦控除制度の廃止、夫婦２分の

年金制度の導入と第３号被保険者制度の廃止、健康

保険証の個人交付、子育て支援の充実などが盛り込

まれているが、これらの実現のために実務レベルで

の検討を続けて行く予定である。

②　連邦制研究会（座長：恒松制治当会代表）

　　国民会議では、９０年１１月に「地方主権の提

唱」、９４年４月には「日本連邦基本構想」「地方

財政改革試案」を発表したが、これらの議論をさら

に包括した構想をまとめるために、９８年５月、連

邦制研究会を発足させた。 研究会は９８年秋まで

地域財投、地域金融、地域市場圏などについての議

論を行なったが、その後研究会メンバーの人事異動

などもあって研究会は一時中断しているが、９９年

秋には復活させる予定である。

１０　委託調査・研究の実施

　９８年度は２つの委託調査を行なった。

①　規制緩和の進捗状況調査

　ここ１０年ほどの規制緩和の進捗状況を部門ごと

に整理し、今後の課題を明らかにするための調査で

ある。第１次調査は９９年３月に提出したが、その

結果は近く公表される予定である。

②　地域金融・資本市場のための調査

　地方分権や郵貯の自主運用などの動きのなかで、

地域金融・資本市場育成のための基礎調査であり、

地域再投資法の考え方の導入も提言している。内部

資料であるので、この結果はそのままでは公表され

ない。

１１　行革関連新聞記事データベースの作成

　１９８１年の臨調発足以来、新聞記事のクリッピ

ングを行っているが、そのデータベース化を８７年

１２月から開始し、９９年６月末で１１年半分の蓄

積となった。その一部は主要項目毎に年表形式に整

理して、毎年、「この１年間の行革の歩み（民間版

行革白書）」として発表している。

１２　国民会議ニュースの発行

　国民会議の機関紙である「Citizens Forum for

Renewal」は、月刊で発行しているが、９９年６月
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号で１０５号となった。なお、１００号を越えたの

を記念して、これまでの記事を項目別に整理した記

事索引を作成した。

１３　インターネットにホームページの開設

　９８年９月からインターネットにホームページを

開設した。アドレスは

         http://www.mmjp.or.jp/gyoukaku

である。国民会議ニュースのほか、毎月の新聞記事

クリッピング・データなどを載せているほか､市町

村主権フォーラムのコーナーも設けている。

１４　その他の日常活動

　民間の立場から行革全般に対してウオッチしてい

る専門組織として、行革国民会議に対する新聞・雑

誌等の取材は多い。また、シンポジュームや政党・

市民団体の勉強会などにも参加した。９８年度はと

くに中央省庁再編や地方分権に関するものが多かっ

た。

１５　会員ならびに役員

　１９９９年６月３０日現在、個人会員は１０３名

会員は８８社（団体）である。　　　　　　　以上

社団法人行革国民会議　役員名簿

１９９９年７月

代表　恒松　制治　　前獨協大学学長

理事　井上　義國　　ダイキン工業特別顧問

　　　今井　　敬　　経済団体連合会会長

　　　小倉　昌男　　ヤマト福祉財団理事長

　　　加藤　　寛　　慶応義塾大学名誉教授

　　　草野　忠義　　自動車総連会長

　　　亀井　正夫　　住友電気工業相談役

　　　河内山大作　　化学エネルギー鉱山労協議長

　　　鈴木　良男　　旭リサーチセンター社長

　　　高木　　剛　　ゼンセン同盟会長

　　　得本　輝人　　金属労協議長

　　　宮内　義彦　　オリックス社長

　　　宮田　義二　　松下政経塾塾長

　　　吉井　眞之　　造船重機労連委員長

　　　鷲尾　悦也　　連合会長

理事兼事務局長

　　　並河　信乃　　行革フォーラム代表

監事　内田　公三　　経済団体連合会事務総長

　　　笹森　　清　　連合事務局長

以上

１９９８年度会計収支決算書

 自　１９９８年７月　１日

 至　１９９９年６月３０日

（１）収入の部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             　　　      （単位　円）

   　　　　勘　定　科　目    　 　　　予　算　額　　　　　　 　　　決　　算　　額

   　大　科　目    　中　科　目     　　　　　　   　  大　科　目   　中　科　目  　  　　差　異

     会 費 収 入  　 　　　　　　     25,100,000 　　　21,904,000   　　　　　　　 　△3,196,000
                    正会員会費    　 　1,000,000    　　　　　　　 　    804,000   　  △196,000
                    維持会員会費      24,100,000    　　　　　　　 　 21,100,000   　△3,000,000
   　　 　　　　　  未　収　金                 0     　　　　　　              0   　　        0
     事 業 収 入       　　　　　 　   8,000,000   　　 9,276,698 　　　　　　         1,276,698
     　　　　　　 　受託費収入   　　  8,000,000         　　　　　    9,276,698       1,276,698
     寄付金収入                                0                0                              0
      　　　        寄付金収入                 0                               0               0
     繰 越 金 収 入    　　　　　 　　 1,515,656   　    1,759,911      　　　　　 　　　244,255
   　　　　　　　   繰越金収入    　　 1,515,656                   　  1,759,911         244,255
     利 息 収 入     　　　　　　 　　　　　　 0             6,192   　　　　　　  　  　  6,192
   　　  　　　　 　利 息 収 入    　　　　　　0  　　　　　　          　 6,192           6,192
     雑　収　入     　　　　　　　 　　　      0   　　    210,000  　　　    　　 　　  210,000
    　　　　　　　  雑　収　入   　            0  　　　　　　　　 　　  210,000   　　  210,000

  　　収 入 の 部 の 合 計     　 　　34,615,656  　　　33,156,801  　33,156,801     △1,458,855
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 (２) 支出の部

       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位　円）

   　　　　勘　定　科　目    　 　　　予　算　額　　　　　      　　決　　算　　額

   　大　科　目　 　  中　科　目      　　　　　        大　科　目    中　科　目          差　異

  〔事　業　費〕   　　               12,460,000        11,467,353                     △992,647
   会　議　費                   　     1,330,000           819,152                     △510,848
   　　　　　　　   シンポ開催費         620,000                         426,202       △193,798
   　　　　　　　   総会・理事会         410,000                         282,072       △127,928
   　　　　　　　   地方連絡会議         300,000                         110,878       △189,122
   調 査 研 究 費    　　              8,550,000         8,414,143                     △135,857
   　　　　　　　   調査研究費   　    5,300,000     　                5,304,437           4,437
  　　　　　　　　  データ入力         3,250,000     　　              3,109,706       △140,294
   会 報 発 行 費   　                   880,000           739,820                     △140,180
   　　　　　　　   会報発行費           880,000                         739,820       △140,180
   資 料 購 入 費    　　　　      　    400,000        　 298,003                     △101,997
   　　　　　　　   資料購入費           400,000     　               　 298,003       △101,997
 　市 民 立 法                         1,300,000         1,196,235                     △103,765
                    市 民 立 法        1,300,000                       1,196,235       △103,765
  〔管　理　費〕                      22,090,000        21,582,060                     △507,940
   事 務 所 経 費                      5,000,000         4,859,772                     △140,228
   　　　　　　　   事務所経費         5,000,000     　　              4,859,772       △140,228
   人　件　費                         17,000,000        16,680,495 　                  △319,505
   　　　　　　　   人　件　費        17,000,000     　               16,680,495       △319,505
   什 器 備 品  　                        50,000      　    10,479                      △39,521
                    什器備品     　       50,000                          10,479        △39,521
   雑　費   　　　 　         　          40,000   　　     31,314                       △8,686
  　　　　　　　　  雑　  費  　　        40,000  　　　           　     31,314         △8,686
   退職金引当金                                0                 0                             0
   予　備　費   　 　　　                 60,000    　　　       0  　         0        △60,000
   会費未収処理   　　　　　　   　            0   　　　  100,000       100,000         100,000
   次期繰越金   　 　　　      　　        5,656   　        7,388         7,388           1,732
    支　出　の　部　の　合　計　　    34,615,656   　　 33,156,801    33,156,801    △ 1,458,855

以上
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